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安全衛生部安全課長

製造許可を受けていない第-種圧力容器及び個別検定

を受けていない小型圧力容器の取扱いについて

下記1の者が製造した下記2の第-種圧力容器及び小型圧力容器について､製造許可又

は個別検定を受けていないにもかかわらず譲渡された事案が把握されたことから､所轄の

千葉労働局から下記1の事業場に対して､別添 1のとおり､譲渡済みのものについて､第

一種圧力容器にあっては製造許可を､小型圧力容器にあっては個別検定を受けたものと速

やかに交換するよう指導したところであるD

ついては､別添2の各局管内の譲渡先の事業場に対し､下記 3の事項について指導され

たい｡

記

1 製造者

(1)名称

(2)住所

(3)電話 ⊂ 二 二 】

2 圧力容器の概要

(1)第一種圧力容器

(2)小型圧力容韓

ア 名称 二 二一 二ー 二
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最ホ任用圧力 _-___

3 指導事項

(1)事業場で使用している上記2の第-種圧力容器及び小型圧力容器について､第一種

圧力容器にあっては製造許可及び製造時等検査を､また､小型圧力容器にあっては個

別検定を受ける必要があるため､製造者と協議すること｡

(2)第-種圧力容器にあっては､労働安全衛生法第40粂第1項に基づき､製造許可を

受け､製造時等検査に合格して検査証が交付されるまでの間､また､小型圧力容器に

あっては､同法第44条第6項に基づき､個別検定に合格して刻印が押されるまでの

間､使用しないこと｡

-2-



別添1

千 労発 基算754号

平成18年10月25日

千葉労働局

二二T JLT

代表取締役 二 二二 二 二 殿

製造許可を受けずに第-種圧力容器め製造及び個

受けないで譲渡した小型圧力容器の検定の実施等について

貴社製造の- ニ ー(名称二 二一 -_二 (以下 ｢‥ ｣という｡)

については､労働雫全衛生法施行令第12粂第2号の第一種圧力容器に該当するにもかかわ
らず､同汝第37条に定める製造辞可を受けず拝昭和61年から平成12年の間に15台を
製造し､かつ､譲渡 し､さらに､

ては､同施行令第14条第4号の小型圧力容器に該当するにもかかわらず､同法第44条第

1項の廟 TJ検定 (以下 ｢個別検定｣●という,)を受けずに譲渡されて.いるものがあることは

誠に遺憾である｡

ついては､速やかに下記1の措置を講ずるよう勧告する｡

なお､当該措置を実施するに当たっては､その措置内容について下記2のとおり報告され

たい｡

記
I

l 講ずべき措直

(1)第-種圧'ヵ容器碍ついて

'ア 床に離渡した二 二二 とついて､労粛安全衛生法帯37集の製造許可を受け

ていない事業場カビ製造したことから､すべての譲渡先に当該二二 一 二 は使用し

て娃ならないことを速やかに文書で通知すること｡

イ 簾渡先のl T について､製造許可暮某場が製造 したものと速やかに交換

する土と.

(2)小型圧力容器について

ア 既に離渡した こ l rについて､下監2により個別枚定を受けるまでの抑ま､

労禽安全衛生鼓舞44粂弟6項により二一 ~二 一J 使用してはならないことにつ
いてーすべての譲渡先に文書で通知すること｡

イ 値別検定を受けずに譲渡したすべての 一一 一 二_二ヒついて､個別換定を受ける

か､あるいは殻法先の一 二~二 とっいて個別検定を受けたものと速やかに交換

することD



2 報告事項

(1)上記1の (1)のア及び (2)のアの措置については､譲渡先に通知する文面

韻告期限 平成18年11月1日 (汰)

(2)上記1の (1)のイ及び (2)･のイの措置ヒっいて､それぞれの譲渡先､基数及び製

造許可事業虜が製準じた●ものとの交換時期の計画書並びに個別検定を受ける個別鎮定実施

計画書

報告期限 平成18年12月27日

附 廿灸不断､の抽右舶 ｢毒

こ:二 二ヨ


